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居宅介護支援重要事項説明書
1 事業者(法人)及び居宅介護支援事業所の概要

	事業者の名称
	社会福祉法人　鎌手福祉会

	事業者代表者名
	理事長　松本　譲

	事 業 所 の 名 称
	からおと苑 居宅介護支援事業所

	所 　  在    　地
	益田市西平原町671番地1

	管   理　 者   名　

	（施設長 吉部　杏子　）村上　妙子
管理者は、介護支援専門員等の管理、指定居宅介護支援の利用の申し込みに係る調整、業務の実施状況の把握、その管理を一元的に行う。

	電　 話   番   号
	0856-31-7070

	ファックス番号
	0856-31-7071

	指定年月日指定番号　
	平成13年4月1日　　ＮＯ.3270800224

	通常のサービスを  提供する地域
	益田市金山町・土田町・西平原町・木部町・
津田町・遠田町

	介護支援専門員：1名
業務内容
	村上妙子(常勤管理者兼務)
要介護者からの相談に応じ、サービスが適切に利用できるよう計画を作成するとともに各サービス事業者との連携調整を行う。

	営業日
営業時間・勤務体制

	平日(月曜日から金曜日)
午前8時30分から午後5時30分

但し、8月14日・15日、12月30日から1月3日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く。　　　  　　　　　  　　　　　　　　　　


2 運営の目的と方針
要介護状態（以下「要介護状態等」という。）になった利用者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とします。
要介護状態等になった利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、また、利用者の心身状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき「居宅サービス計画」等の作成及び変更を行い、適切な保健・医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮します。
事業の実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者に不当に偏ることのないよう、公正中立に行い、要介護状態の軽減・悪化の防止及び予防に資するよう関係市町村、老人福祉第２０条の７の２に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅サービス事業者、介護保険施設等、保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携を行い、サービス担当者会議の開催等を通じて実施状況の把握に努めます。

　

3 居宅介護支援の実施概要
(1) 居宅介護支援の提供方法
指定居宅介護支援の提供の際には、予め、利用申込者又はその家族に対し運営規程の概要、その他のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始についての利用申込の同意を得るものとします。
また、予め居宅サービス計画が利用者の希望を基礎として作成されるものであること等につき説明を行い、同意を得るものとします。
相談を受ける場所及びサービス担当者会議を開催する場所は、都度、相談して決めます。

(2) 居宅サービス計画作成に当たっての説明
作成の開始に当たっては、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービス内容、利用料等の情報を適正に利用者またはその家族に対して情報提供し、利用者にサービスの選択を求めるものとします。
(3) 面談訪問及び課題の把握
居宅サービス計画の作成に当たっては、適切な方法により利用者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評価を通じて利用者が抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を利用者の居宅(入院中の場合は入院先、入所中は施設)に訪問し、利用者及び家族や介護者に面接し、厚生労働省が定める課題分析標準項目に準じ、当事業所で作成したアセスメントツールを使用して課題分析を行います。この場合において、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得るものとします。
(4) 居宅サービス計画の原案の作成
利用者及びその家族の希望並びに利用者について把握された解決すべき課題に基づき、当該地域における指定居宅サービス等が提供される体制を勘案して、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。
(5) 原案に基づいた医学的及び専門的意見の求め
医療系サービスの利用を希望している場合やその他必要な場合には、利用者の同意を得て主治医等に医学的観点からの意見を求め、必要性や指示があるとした場合にのみ位置づけられるものとします。医療サービス以外の指定居宅サービス等を位置付ける場合にあっては、当該指定居宅サービス等に係る主治の医師の医学的観点からの留意事項が示されているときは、当該留意事項を尊重して行うものとします。
サービス担当者会議の開催、担当者による照会等により当該居宅サービス計画原案の内容について、サービス担当者に専門的見地からの意見を求めます。
(6) 保険給付対象区分の確認と説明責任
居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、その種類、内容、利用料等について利用者またはその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得るものとします。

(7) 居宅サービス計画の変更
居宅サービス計画の作成後においても、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うことにより、居宅サービス計画の実施状況の把握を行うとともに、利用者についての解決すべき課題の把握を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の支援を行います。
作成、変更に当たっては、利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、原則として特定の時期に偏ることなく計画的に指定居宅サービス等の利用が行われるようにするものとします。
また、利用者の日常生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービス以外の保健・医療サービス又は福祉サービス、当該地域住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付けるように努めます。

(8) モニタリング実施方法
支援開始後、少なくとも月1回は利用者の居宅を訪問し、利用者と面談の上、適切な居宅サービスが提供されているか、サービスの利用状況、目標に向けた進行状況、生活上の変化などの把握、確認、記録をします。

(9) 在宅生活が困難になった場合の対応
利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難になったと認められる場合、また、利用者が介護保険施設への入院、入所を希望される場合には、介護保険施設への紹介、その他の支援を行います。

(10)施設から在宅生活への対処
介護保険施設等から退院又は退所しようとする要介護者等から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじめ、居宅サービス計画の作成等の援助を行うものとします。

(11)被保険者証に意見や記載がある場合
　　　　　　利用者が提示する被保険者証に、認定審査会意見又は指定にかかわる居宅サービス計画の種類について記載がある場合には、利用者にその趣旨を説明し、理解を得た上で、その内容に沿って居宅サービス計画を作成するものとします。
(12)親切丁寧な説明
　　指定居宅介護支援の提供に当たっては、親切丁寧に行う事を旨とし、利用者又はその家族に対しサービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。
(13)その他
　　その他、居宅サービス計画作成に関する必要な支援、利用者が要介護認定等の更新申請及び状態変化に伴う区分変更の申請等が円滑に行えるよう支援します。利用者又は家族が希望する場合は、要介護認定等の申請を代行します。
　　事業所は、介護支援専門員の質的向上を図るため、研修の機会を設けるものとし、業務の体制を整備します。

４　利用料金
(1) 利用料
居宅介護支援の実施に際しての利用料金は「別紙１」の通りです。
要介護認定を受けた方は、厚生労働省が定める介護報酬については原則として利用者負担はありません。
但し、介護保険料の滞納等により給付制限が行われている場合や法定代理受領ができなくなった場合1ヶ月につき要介護度に応じて厚生労働大臣が定める基準額に応じた金額をいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明書を後日、市役所担当課窓口に提出しますと還付払いの対象になる場合があります。詳しくは当該事由発生時に説明させて頂きます。
　　　（2）交通費

　　　　　 無料です。
（3）解約料

　　当居宅介護支援につきましては、一切費用はかかりません。
５　利用者からの相談または苦情に対する相談窓口
(1) 当事業所相談窓口
当事業所の居宅介護支援に関する相談・苦情及び居宅サービス計画に基づいて提供している各サービスについての相談、苦情も承ります。
・からおと苑居宅介護支援事業所　電話：0856-31-7070
・担当者　村上　妙子
・対応時間等　平日(月曜日から金曜日)　午前8時30分～午後5時30分
(2) 外部苦情相談窓口
・第三者委員　佐々木　幸俊・細田　恒之・野村　完治
　　　　　　　　対応時間等　平日(月曜日から金曜日)　午前8時30分～午後5時30分
　　　　　　・益田市役所　高齢者福祉課　事業者指導係　電話：0856-31-0218
　　　　　　　　対応時間等　平日(月曜日から金曜日)　午前8時30分～午後5時15分
　　　　　　・島根県運営適正化委員会　電話0852-32-5913
　　　　　　　　対応時間等　平日(月曜日から金曜日)　午前8時30分～午後12時00分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後1時00分～午後5時00分
　　　　　　・島根県国民健康保険団体連合会　電話0852-21-2811
　　　　　　　　対応時間等　平日(月曜日から金曜日)　午前8時30分～午後12時00分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後1時00分～午後5時15分
(3) 円滑かつ迅速に苦情処理を行う対応方針等
苦情があった場合は、苦情主訴者から詳しい事情を聞くとともに苦情に対して、迅速かつ適切に対処するため、苦情処理設置概要を他に定めるものとします。担当者及びサービス事業者に事情を確認します。また、管理者が必要と判断した場合は、管理者等を含み検討会議を実施し、検討の結果及び具体的な回答を直ちに苦情主訴者に伝え、納得を得られるよう努めます。
(4) サービス事業者に対する苦情対応方針等
サービス事業者による苦情対応状況を正確に確認するとともに、その苦情の真の原因を突き止め、改善に向けた対応がなされるよう、サービス事業者との十分な話し合い等を実施します。また、その後も必要に応じサービス事業者を訪問し、よりよいサービス提供が図れるようにします。
　　６　事故発生時の対応
　　　　事業者の過誤及び過失の有無に関わらず、サービス提供の過程において発生した利用者の身体的または精神的な通常と異なる状態についてサービス事業者から連絡があった場合は、下記のとおり対応を致します。
(1) 事故の報告
事故により利用者の状態に影響する可能性がある場合は、速やかに市町村(保険者)に報告します。
(2) 処理経過及び再発防止策の報告
(１)の事故報告を行った場合は、処理経過、事故発生の原因及び再発防止策を明確にし、利用者及び市町村(保険者)に報告します。なお、軽微な事故であってもその事故についての検証を行い、再発防止に努めます。

　　７　緊急時の対応方法
　　　　サービス事業者から利用者の身体状況の急変等、緊急の連絡があった場合には、
　　予め確認している連絡先及び医療機関に連絡を行い適切に対応します。
　　８　主治の医師及び医療機関等の連絡
　　　　利用者の主治の医師及び関係医療機関との間において、利用者の疾患に関する情報　
　について必要に応じ連絡を取らせて頂きます。そのことで、利用者の疾患を踏まえ　　　　　　　　　　　　　　　
　　た支援を円滑に行うことを目的とします。この目的を果たすために以下の対応をお願いします。
(１)利用者の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業所が医療機関に伝わるよう、入院時に持参する医療保険証またはお薬手帳等に、当事業所及び担当の介護支援専門員がわかるよう、名刺を張り付ける等の対応をお願い致します。
(２)また、入院時には、利用者または家族から、当事業所名及び担当介護支援専門員の名称を伝えて頂きますようお願い致します。
　　９　秘密の保持
　　　　介護支援専門員及び事業者に所属する者は、サービス提供する上で知り得た利用者
　　　　及び家族に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義は契
約終了後も継続します。

利用者及び家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において
利用者及び家族の個人情報を用いません。
　　10　利用者自身によるサービスの選択と同意
　　　　(１)利用者がサービスを選択することを基本に支援し、サービスの内容、利用料等の情報を、下記のとおり適正に利用者または家族に対して提供するものとします。
　　　　・指定居宅介護支援の提供の開始に際し、予め利用者に対して、複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するように求める事ができること、利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由を求めることができることを説明します。
　　　　・特定の事業者に不当に偏した情報を提供することや利用者の選択を求めることなく同一の事業主体のみによる居宅サービス計画原案を提示することは致しません。
　　　　・当事業所がケアプランに位置付けている訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状況は「別紙２」のとおりです。
　　　　・居宅サービス計画等の原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等について、指定居宅サービス等の担当者からなるサービス担当者会議を開催、またはやむを得ない事由で開催ができない場合は照会等により、当該居宅サービス計画等の原案内容について、専門的な見地からの意見を求め、利用者及び該当サービス担当者との合意を図ります。
(1) 主治の医師等が、一般に認められている医学的知見に基づき、回復の見込みがないと診断した場合、「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」に沿った支援を実施致します。具体的には、利用者またはその家族の同意を得た上で、主治の医師等の助言を得ながら、通常よりも頻回に居宅訪問(モニタリング)をさせて頂き、利用者の状態やサービス変更の必要性等の把握を実施します。その際に利用者の心身の状態を記録し、主治の医師やケアプランに位置付けた居宅サービス事業者へ提供することで、その時々の状態に即したサービス提供の調整を行います。
(2) 利用者の過度な負担を軽減しつつ、介護保険制度の持続可能性の確保を図るとともに、福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全性を確保する観点から、一部の福祉用具(固定用スロープ、歩行車を除く歩行器、松葉杖を除く単点杖及び多点杖)について、利用者が貸与または販売のいずれかを選択できるよう、福祉用具専門相談員または介護支援専門員が利用者等に対し、メリット及びデメリットを含めた十分な説明と、選択に当たって必要な情報提供を行うとともに医師や専門職の意見、利用者の身体状況を踏まえた提案を致します。
対象の福祉用具貸与開始後も継続の必要性について福祉用具専門相談員が確認し、販売についても福祉用具専門相談員が使用状況の確認と、利用者等からの要請等に応じた使用状況の確認、必要時には使用方法の指導、修理等が行えることの説明も実施します。

　　　11　業務継続計画の策定
　　　　　事業所は、感染症や自然災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。また、事業所内での周知、必要な研修及び訓練の定期的な実施とともに、定期的に業務継続計画の見直し、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。
　　　12　感染症の予防及びまん延防止のための措置
　　　　　事業所は、感染症が発生した際の予防、まん延防止のための対策を検討する委員会の開催、介護支援専門員に周知、指針の整備、研修及び訓練を定期的に実施します。
　　　13　虐待の防止
　　　　　事業所は、虐待の発生またはその再発を防止するための対策を検討する委員会を定期的に開催し、介護支援専門員に周知徹底、虐待防止の指針を整備し、研修会の開催を定期的に実施し、適切に実施するための担当者を配置します。
　　　14　身体拘束等の適正化

　　　　　事業所は、利用者又は利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束を行いません。身体的拘束等の適正化の推進への周知徹底、指針の整備、記録、研修を行うものとします。
　　　15　提供するサービスの第三者評価の実施状況について
　　　　　実施の有無　　　　　　　　　　　　無
　当事業者は、居宅介護支援の提供にあたり利用者に上記のとおり重要事項を説明しました。
この証として本書２通を作成し、利用者、事業者が署名、捺印の上、各自１通を保有するものとします。
但し、利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、利用者様等の押印について、求めないことを可能とします。　　　　
令和　　年　　月　　日

事業者名　　　からおと苑居宅介護支援事業所
事業者所在地　益田市西平原町671番地1
管　理　者　　村上　妙子
　　　　　　　　　　　説　明　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

私は、本書面により事業者から居宅介護支援の重要事項の説明を受け、居宅介護支援の提供開始について同意しました。
令和　　年　　月　　日
　　　(利用者)　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　(署名代理人)　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　続柄：　　　　
　　　(家　族)　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
居宅介護支援契約書
社会福祉法人 鎌手福祉会
（からおと苑）
R6.4/1
居宅介護支援契約書
　　　　　　　　　　　（以下、「利用者」という。）と、からおと苑居宅介護支援事業所(以下、｢事業者｣という。)は、事業者が利用者に対して行う居宅介護支援について次のとおり契約します。

第1条(契約の目的及び内容)

　　事業者は、利用者の委託を受けて、利用者に対し介護保険法令の趣旨にしたがって、　

　　居宅サービス計画の作成を支援し、指定居宅サービス等の提供が確保されるようサー

　　ビス提供事業者等との連絡調整及び情報提供その他の便宜を図ります。
　2　サービス内容の詳細は、別紙「重要事項説明書」に記載のとおりです。
第2条（契約期間）

　  この契約の契約期間は令和　　年　　月　　日から利用者の要介護認定認定（以下、「要介護認定等」という。）の有効期間期間満了日までとします。

　2 契約満了日までに、利用者から事業者に対して、文書による契約終了の申し出がない場合、契約は自動更新されるものとします。　

 　

第3条（介護支援専門員及び身分証携行義務）

　　事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員を利用者へのサービスの担当者として　

　　任命し、その選定または交代を行った場合は、利用者にその氏名を文書で通知します。
　2 介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者や家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。
第4条　(料金)

　　事業者が提供する居宅介護支援に対する利用者の料金は、別紙「重要事項説明書」のとおりです。
　2　その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、島根県国民健康保険団体連合会に提出します。

第5条　(契約の終了)

　　利用者は、事業者に対して、文書で通知することにより、いつでもこの契約を解約　

　　することができます。

　2 事業者は、やむを得ない事情がある場合、利用者に対して、1ヶ月間の予告期間をお　

　　いて理由を示した文書で通知をすることにより、この契約を解約することができます。
　　この場合、当事業者は当該地域の他の指定居宅介護支援事業者に関する情報を利用者に提供します。
　3 事業者は、利用者またはその家族が事業者や介護支援専門員に対して、この契約を継　　

　　続しがたいほどの背任行為を行った場合、文書で通知することにより、直ちにこの契　

　　約を解約することができます。

　4 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 　　
１利用者が介護保険施設等に入所した場合
２要介護認定区分により利用者の心身の状況が自立または要支援と認定された場合 
３利用者が医療機関に入院し、長期の療養が見込まれる場合
４事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所が
閉鎖した場合 
５事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合
６在宅復帰困難になった場合
７サービス提供地域外に転居された場合
　　８利用者が死亡した場合
第６条（守秘義務） 

　事業所の従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしません。この守秘義務は契約終了後も継続します。
2　事業所の従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用契約の内容に盛り込んでいます。
3　サービス担当者会議において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文章により得ます。
第７条（サービス提供の記録）
　　事業者は、指定居宅介護支援の提供に関する記録をつけることとし、これを契約終了後
記録は２年間、請求に関する書類は５年間保管します。
　2　利用者または家族から、当該本人が識別される保有個人データーの開示を求められた時は、妥当な範囲で遅滞なく当該保有個人データーの開示に応ずるものとします。
 第８条 (賠償責任)

　　事業者は、サービスの提供に伴って、事業者の責めに帰すべき事由により利用者　

　　の生命・財産に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償します。
事業所の従業者は、居宅介護支援の提供中に、居宅介護支援に起因する事故、

利用者の病状の急変、その他緊急事態が生じたとき、速やかに主治医等、当該利用者

の家族への連絡等必要な措置を講ずるとともに、管理者に報告します。

2　前項の規定により報告を受けた管理者は、市町村、当該利用者に係る事業者等関係機関に連絡を行うとともに必要な措置を講します。

3　事業者は、あらかじめ利用者の心身の状況を把握するとともに、緊急連絡網を整備して置きます。
第９条(相談・苦情対応)

　　事業者は、利用者からの相談・苦情等に対応する窓口を設置し、自ら提供した居宅介

　　護支援または居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に関する利用者の　

　　要望、苦情に対し、迅速に対応します。

 第１０条(信義誠実の原則)

　1  利用者と事業者は、信義誠実をもって本契約を履行するものとします。

　2  本契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法の定めるところに基づき、双方が誠意を持って協議の上定めます。
　第１１条(法令遵守)
　　事業者は、利用者より委託された業務を行うにあたっては、法令を遵守し、善良なる管理者の注意をもってその業務を遂行します。
　第１２条(合意管轄裁判所)
　　利用者と事業者は、この契約の履行において、第10条の２項をもってしても解決が困難な事由が発生した場合に、やむを得ず裁判によって解決を図る場合は、事業者の住所地を所轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすること予め合意します。
　　上記の契約を証するため、本書2通を作成し、利用者及び事業者が署名押印の上、1通ずつ保有するものとします。
但し、利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、利用者様等の押印について、求めないことを可能とします。
　令和　　年　　月　　日

　　　事業者名　　社会福祉法人　鎌手福祉会
　　　　　　　　　　　事業者住所　益田市西平原町671番地1
　　　　　　　　　　　代表者名　　理事長　松　本　　譲
　　　　　　　　　　　事業所名　　からおと苑居宅介護支援事業所
　　　　　　　　　　　管理者 　　　村上　妙子
　　　(利用者)
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　(署名代理人)
　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　続柄：　　　　
　　　(家　族)

　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
個人情報の使用に係る同意書
　以下に定める条件の通り、利用者　　　　　　　　　または代理人　　　　　　　　　　
及び利用者の家族　　　　　　　　　は、からおと苑居宅介護支援事業所が、利用者及び利用者の家族の個人情報を下記の利用目的の必要最低限の範囲内で使用、提供、または収集することに同意します。
1． 利用期間
　　　　介護サービスに必要な時間及び契約期間に準じます。

2． 利用目的
(1) 介護保険における介護認定の申請及び更新、変更の為
(2) 利用者にかかわる介護計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービスが提供される為に実施するサービス担当者会議での情報提供の為
(3) 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体(保険者)、その他社会福祉団体等との連絡調整のため
(4) 利用者が、医療サービスの利用を希望している場合及び主治医等の意見を求める必要のある場合
(5) 利用者の利用する介護事業所内のカンファレンスのため
(6) 行政等の開催する評価会議、地域ケア会議
(7) その他サービス提供で必要な場合及び国保連への給付管理等
(8) 上記各号にかかわらず、緊急を要するときの連絡等の場合

3． 使用条件
（１） 個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供にかかわる目的以外決して利用しない。また、利用者とのサービス利用にかかわる契約の締結前からサービス終了後においても、第三者に漏らしません。
　（２）　個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば開示します。
令和　　年　　月　　日

利用者　住　　所
　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代理人　住　　所
　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
利用者の家族　住　　所
　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　（　続柄　　　　）
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